別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:（財）自治体衛星通信機構管理運営負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災通信担当　電話番号：058-272-1111（内2745）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：28,853千円（前年度予算額：28,853千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　岐阜県では、「自治体衛星通信機構」が管理運営を行っている「地域衛星通信ネットワーク」を県防災行政無線の衛星通信回線として平成７年から活用しており、県庁、総合庁舎、市町村、消防本部、防災関係機関、及び県外の都道府県、市町村、消防庁等との相互通信を可能にしている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
この「地域衛星通信ネットワーク」は全国の地方公共団体の共同事業として整備されたものであり、その維持管理費については、各地方公共団体が負担金として「自治体衛星通信機構」へ支払う。
	２　所要経費


負担金内訳
　・均等割分　16,500千円（４７都道府県での均等割）
　・応益割分　12,353千円（使用する衛星回線１回線あたり67.5千円×183回線）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


　地域衛星通信ネットワークは、通信衛星を経由した衛星通信回線であり、地上の通信設備への依存が少ないため、地震災害による通信障害を受けにくく、平成７年度より運用している県防災行政無線の衛星通信回線として活用することで、地震災害にも耐え得る防災行政無線へと性能を向上させている。
	３　これまでの取組に対する評価


　大規模災害時において、ＮＴＴ回線等一般通信が使用不可能な場合に備え、通信回線の多様化を進めるため、県では独自回線である防災行政無線を整備している。今後とも、一般ＮＴＴ回線等が使用できない大規模災害に備え、防災行政無線の整備を継続する必要がある。

とりわけ、地域衛星通信ネットワークは、県防災行政無線の衛星通信回線として利用することで、電話回線が寸断された場合の県内市町村等関係機関との通信手段や、消防庁や他都道府県との非常通信として無くてはならないネットワークとなっている。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	28,853
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	28,853

	要求額
	  28,853
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	28,853　

	1月15日時点査定額
	28,853
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	28,853

	決定額
	  28,853
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	28,853　


